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１．はじめに

　2008年に政策金融改革が実施され、政策金融

機関は統合、株式会社化された。これに先立ち、

2006年６月に取りまとめられた「政策金融改革

に係る制度設計」では、「官から民へ」の観点から、

民業補完に徹し、１政策金融として必要な機能に

限定し、これを残した上で、政策金融機関を再編

し、政策金融の貸付残高の対GDP比を半減すると

ともに、⑵民間金融機関も活用した危機対応体制

を整備し、⑶効率的な政策金融機関経営を追求す

る、との基本原則を示した。

　Doi［2005］や土居［2005b］では、各政策金

融機関のあり方を経済学的に精査し、その中で株

式会社化の利点を詳述した。政策金融機関は、こ

れまで必ずしも事業収入だけで元利返済を行えな

い場合があり、その場合には税金を使って補助金

等を投入して収支差の補填を行ってきた。しかも、

その経営責任を問うことなく投入されてきた。そ

の上、損失を出し続けて累積欠損金が多くなった

場合、政府は出資者として補填のために事前の想

定以上の補助金投入や追加出資を行ってきた。こ

れは、政府出資が事実上無限責任出資であること

を意味していた。政策金融機関は、破産すること

　2008年に政策金融改革が実施されたが、同年秋に「リーマン・ショック」が起きたことによる世界金融危機や、

2011年に起きた東日本大震災の影響で、公的金融機関の融資等が積極的に用いられた。これらの影響から脱しつ

つある今日、公的金融と民間金融の役割分担を改めて精査すべき時期にある。本稿では、公的金融と民間金融の

役割分担について、最近の議論を紹介するとともに、理論的分析を基に今後のあり方を考察する。
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